
小規模事業経営支援事業費補助金交付要領（別表）　
（別表）

内容・交付要件 補助率 対象経費

事業所カルテ・サービス提案書 25,000円×事業所数

紹介実績報告書 10,000円×支援数　

金融支援（紹介型）報告書 30,000円×支援数　　 

金融支援（経営指導型）報告書 40,000円×支援数　　　 

返済条件緩和支援報告書 20,000円×事業所数

資金繰り計画作成支援報告書 20,000円×事業所数

記帳支援報告書 25,000円×事業所数

労務支援報告書 20,000円×支援数

人材育成計画作成支援報告書 20,000円×事業所数

販路支援報告書 20,000円×支援数

事業計画作成支援報告書 50,000円×支援数

創業支援報告書 20,000円×事業所数

事業継続計画作成支援報告書 20,000円×事業所数

生産性向上支援報告書 20,000円×事業所数

財務分析支援報告書 10,000円×事業所数

制度対応等報告書 5,000円×事業所数

債権保全計画作成支援報告書 10,000円×事業所数

事業承継支援報告書 20,000円×事業所数

災害時対応支援報告書 5,000円×事業所数

フォローアップ支援報告書 5,000円×事業所数

結果報告書 10,000円×事業所数

補助事業の区分
交付基準

算定基準

事業所カルテ
サービス提案

支援機関等へのつなぎ

金融支援（紹介型）

１０／１０以内

給与、旅費、会議費、印刷製
本費、通信運搬費、雑役務

費、回線使用料、消耗品費、
道路通行料、燃料、借損料、

保守費、図書購入費、等

経営相談
支援事業

金融支援（経営指導型）

マル経融資等の
返済条件緩和支援

資金繰り計画作成支援

記帳支援

労務支援

人材育成計画作成支援

財務分析支援

制度対応等

債権保全計画作成支援

事業承継支援

災害時等の支援

フォローアップ支援

結果報告

販路開拓支援

事業計画作成支援

創業支援

事業継続計画
（BCP）等作成支援

生産性向上支援

×係数



内容・交付要件 補助率 対象経費

専門相談
支援事業

経営上の専門的ニーズに対応するため、民
間専門家を活用し、高度専門的な見地から
の助言を行う

１０／１０以内

給与、謝金、旅費、会場費、
会議費、印刷製本費、通信
運搬費、雑役務費、回線使
用料、消耗品費、道路通行
料、燃料、借損料、保守費、
図書購入費、等

地域の独自性、主体性を活かしながら、ま
とまりとしての地域産業の活性化を図るた
め、セミナー等の開催やものづくり活性化事
業、商業活性化・集客促進事業等を実施す
るために要する事業費

人材育成型支援
セミナーや講習会等、専門知識の習得や有
用な情報のタイムリーな提供等により、人
材のスキルアップを図る事業

人材交流型支援
異業種交流会等のマッチングの場の提供
や研究会・勉強会等のディスカッションによ
り、人材が双方向に交流できる事業

販路開拓型支援
展示商談会や産業フェア等への出展支援
や商業（商店街）活性化等、商談・販売促進
につながる事業

ハンズオン型支援
創業や地域ブランドの形成等により、商品
の開発や販売戦略、デザイン等、トータル
的にハンズオン型で支援する事業

独自提案型
上記の支援内容に当てはまらない事業に
ついて、団体が提案する事業

専門相談

商工会等
支援事業

商工会等支援

経営指導員の資質向上を目的として行う経
営指導員研修及び商工会等が実施する小
規模事業経営支援事業を効果的・効率的
に実施するための支援を実施するために要
する経費のうち、経営指導員の活動に要す
る経費

１０／１０以内

給与、謝金、旅費、会場費、
会議費、ＰＲ費、印刷製本
費、通信運搬費、雑役務費、
回線使用料、消耗品費、道
路通行料、燃料、借損料、保
守費、図書購入費、等

地域活性化
事業

地域活性化事業

サービス単価×支援対象企業数×係数
（標準サービス単価：40,400円）

１／２以内
ただし、広域
連携事業は、
３／４以内、
府施策連携事
業は
１０／１０以内

給与、謝金、旅費、会場費、
会議費、ＰＲ費、印刷製本
費、通信運搬費、雑役務費、
回線使用料、消耗品費、道
路通行料、燃料、借損料、保
守費、図書購入費、等

算定基準
補助事業の区分

　　　　　　24,000円×相談実施日数

　ただし、記帳支援のために税理士を活用
する場合、26,000円×事業所数

　サービス単価×支援対象企業数×係数

　ただし、事業費の算定にかかるサービス
単価及び係数は商工会等が提案するもの
とし、下記の算定基準により算出される額

の範囲内で、知事が必要と認める額

サービス単価×支援対象企業数×係数
（標準サービス単価：20,200円）

サービス単価×支援対象者数×係数

　ただし、事業費の算定にかかるサービス
単価及び係数は商工会等が提案するもの
とし、上記の算定基準により算出される額

の範囲内で、知事が必要と認める額

サービス単価×支援対象企業数×係数
（標準サービス単価：50,500円）

サービス単価×支援対象企業数×係数
（標準サービス単価：101,000円）

サービス単価×支援対象企業数×係数

交付基準


